
 
久留米広域合併協議会(第１４回)議案等 

 

     

《報告事項》 

報告第２０号  第１３回協議会以降の協議会活動について        Ｐ １， ２ 

 

《議  案》  

第２２号議案  町名・字名の取扱いについて   （第 10 回協議会議案等 Ｐ１０～１２） 

第３２号議案  農業委員会の委員の定数及び任期の取扱いについて 

（第 11 回協議会議案等 Ｐ１２～１５）                                   

第３７号議案  財産の取扱いについて      （第 12 回協議会議案等 Ｐ１５～１７） 

第３８号議案  事務組織及び機構の取扱いについて（第 12 回協議会議案等 Ｐ１８～２１）  

                         (第 13 回協議会議案等 Ｐ ６～１３) 

第４０号議案  慣行の取扱いについて      （第 13 回協議会議案等 Ｐ１４～１７） 

第４１号議案  斎場に関する取扱いについて   （第 13 回協議会議案等 Ｐ１８～２０） 

第４２号議案  ごみ処理に関する取扱いについて （第 13 回協議会議案等 Ｐ２１～２６） 

第４３号議案  下水道(生活排水･し尿処理)事業の取扱いについて 

（第 13 回協議会議案等 Ｐ２７～３１） 

第４４号議案  介護保険事業の取扱いについて  （第 13 回協議会議案等 Ｐ３２～３５） 

第４５号議案  保健医療事業の取扱いについて  （第 13 回協議会議案等 Ｐ３６～４０） 

                                   Ｐ    ３ 

第４６号議案  行政区の取扱いについて     （第 13 回協議会議案等 Ｐ４１～４６） 

第４７号議案  コミュニティ施策の取扱いについて（第 13 回協議会議案等 Ｐ４７～５０） 

第４８号議案  国民健康保険事業の取扱いについて（第 13 回協議会議案等 Ｐ５１～５４） 

第４９号議案  保育事業の取扱いについて               Ｐ ４～ ６ 

第５０号議案  消防防災事業の取扱いについて             Ｐ ７～１０ 

第５１号議案  消防団の取扱いについて                Ｐ１１～１３ 

第５２号議案  上水道事業の取扱いについて              Ｐ１４～２１ 

第５３号議案  一部事務組合等の取扱いについて            Ｐ２２～２５ 

第５４号議案  公共的団体等の取扱いについて             Ｐ２６～２８ 

第５５号議案  使用料、手数料等の取扱いについて           Ｐ２９～３１ 

第５６号議案  補助金、交付金等の取扱いについて           Ｐ３１～３４ 

 



報告第２０号 
 
 

第１３回協議会以降の協議会活動について 
 
 
 第１３回協議会以降の協議会活動について、別紙のとおり報告する。 
 
 
 
 
 
 
平成１５年１２月２０日提出 

 
              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 

１ 



第１３回協議会以降の協議会活動について 

 

《会議》 

１２月１１日 合併協議会幹事会(第１４回) ○合併協定項目の第１４回協議会提出議案 

                      ○協議会(第１４回)開催要領(案)など 

 

《専門部会、分科会活動》前回報告以降分 

 

 

 

 

 

１２月 １日  消防防災分科会、し尿ＷＧ 

１２月 ２日  国民健康保険料(税)システムＷＧ  

１２月 ４日  生活環境部会、戸籍・住民分科会戸籍ＷＧ、戸籍・住民分科会総務ＷＧ 

１２月 ８日  個人住民税システムＷＧ、介護保険システムＷＧ 

１２月 ９日  総務部会 

１２月１０日  総合調整部会 

１２月１１日  農業委員会分科会、戸籍・住民分科会住基ＷＧ 

１２月１２日  保健情報システムＷＧ、選挙システムＷＧ 

１２月１７日  農家台帳システムＷＧ 

１２月１８日  戸籍・住民分科会戸籍ＷＧ、戸籍・住民分科会総務ＷＧ 

 

現在、合併協定項目ごとの調整内容(案)の作成を行っています。 
また、システムＷＧでは、合併後のシステム統合に関する協議を引き続き行っています。 
第１４回協議会に提案する合併協定項目に関する部会をはじめ、延べ３部会・２分科会・ 

１２ＷＧが開催されました。 

別 紙 

２ 



                               追加資料 

乳幼児医療について 

 
福岡県内の乳幼児医療制度における助成状況は下表のとおりです。 

 
 
●乳幼児医療費の助成状況（平成１６年１月１日時点の状況） 

区分 対象年齢 自治体数 市町村名 備 考 

入院 就学前迄 ９６ 県内全市町村 県の補助対象 

就学前迄 ５ 
津屋崎町、北野町、香春町、 

方城町、犀川町 

５歳未満 １ 筑紫野市 

４歳未満 １４ 

北九州市、福岡市、宗像市、 

古賀市 

 

那珂川町、宇美町、篠栗町、 

志免町、須恵町、新宮町、 

久山町、粕屋町、福間町、 

大島村 

３歳以上は県 

の補助対象外 

通院 

３歳未満 ７６ その他の市町村 県の補助対象 

                              

３ 



第４９号議案 
 
 
 

保育事業の取扱いについて 
 
 
 
保育事業の取扱いについて、別紙のとおり承認を求める。 

 
 
 

 
平成１５年１２月２０日提出 

 
 
              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 



 
 
(別紙) 

協定項目番号 ３３ 協定項目名  保育事業の取扱い 

調  整  内  容 

 
保育事業については、次のとおり取り扱うものとする。 

 
（１）保育時間について 
公立保育所については、合併時は現行どおりとし、私立保育所については、地域の実情 
や保護者のニーズにより各保育所が決定する。 

 
（２）保育料について 
保育料については、平成１７年度までは現行どおり（各市町の軽減率を適用）とし、平 
成２１年度までに統一を図る。また、統一する保育料の額及び暫定措置（経過措置）の内 
容については合併後に調整する。 

 

 

５ 



資 料 

保育事業の取扱いについて 

１．保育時間について 

相  違  点 
 

久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

公立保育所数 １３保育所 ６保育所 ２保育所 ― １保育所 

開所時間及び 

施設数 

7:30～18:00 

  (13 施設) 

7:30～18:00 

     (1 施設) 

7:45～18:00 

     (2 施設) 

8:00～18:00 

     (3 施設) 

7:30～18:30 

(2 施設) 

― 

7:20～18:30 

(1 施設) 

私立保育所数 ３４保育所 ― ３保育所 ５保育所 ２保育所 

開所時間及び 

施設数 

7:00～18:00 

  (34 施設) 
― 

7:00～18:00 

(1 施設) 

7:30～18:30 

(2 施設) 

7:00～18:00 

(5 施設) 

7:00～18:00 

(1 施設) 

7:15～18:30 

(1 施設) 

 

２．保育料について 

相  違  点 
 

久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 

保育料階層区分 ９階層 ９階層 ７階層 １４階層 １２階層 

年 齢 区 分 ３区分 ３区分 ３区分 ２区分 ２区分 

軽 減 率 

（平成１４年度決算） 
１９.１％ １３.６％ ２２.７％ ５８.８％ ４０.７％ 

平成１４年度 

３歳未満児保育料 

■所得税非課税世帯 

１７,０００円 １９,５００円 １６,５００円 ９,０００円 １０,５００円 

平成１４年度 

３歳未満児保育料 

■所得税 100,000 円 

課税世帯 

３４,０００円 ４３,０００円 ３８,０００円 ２１,０００円 ２５,０００円 

平成１４年度 

３歳未満児保育料 

■最高額 

５６,２００円 ５５,０００円 ５７,０００円 ２７,０００円 ３４,０００円 

 

６ 



第５０号議案 
 
 
 

消防防災事業の取扱いについて 
 
 
 
消防防災事業の取扱いについて、別紙のとおり承認を求める。 

 
 
 

 
平成１５年１２月２０日提出 

 
 
              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 



 
 
(別紙) 

協定項目番号 ２５ 協定項目名  消防防災事業の取扱い 

調  整  内  容 

 
消防防災事業については、次のとおり取り扱うものとする。 

 
（１）常備消防体制 
   現行の久留米市区域については、当分の間、久留米市消防本部が引き続き処理する。 
田主丸町、北野町、城島町及び三潴町については、福岡県南広域消防組合から脱退し、 
当分の間、新市が４町の区域を対象として福岡県南広域消防組合に加入する。 
 なお、４町の区域は、現行の久留米市区域の消防サービスとの均衡を図ることを基本と 
して、福岡県南広域消防組合との新たな応援協定について協議調整を行う。 
また、将来の消防体制のあり方については、検討委員会（仮称）を設置し検討する。 

 
（２）防災 
    合併時には、各市町の防災会議、地域防災計画並びに水防協議会、水防計画を新市で 
一本化する。 

 
  

 

８ 



資 料  

消防防災事業の取扱いについて  

（１）常備消防体制 
 

【現行の久留米市区域】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現行の４町区域】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

久留米市消防本部

久 留 米 市 久留米市議会

消 防 本 部 総 務 課

建築指導課

救急防災課

消 防 署 警 防 課

消防第１課

消防第２課

通信情報管理

本 署

東 出 張 所

西 出 張 所

善導寺出張所

西部方面隊

東部方面隊

南 出 張 所

福岡県南広域消防組合 組 合 議 会

福岡県南広域  

消防組合消防本部 

三 潴 消 防 署

警 防 課

本 署

三 井 消 防 署

浮 羽 消 防 署

浮羽出張所

本 署

三井出張所

本 署

三国出張所

消 防 本 部 総 務 課

管理・企画経理・人事・消防団

財政・管理・人事教養

予防・警備・救急救助

建 築 指 導

防 災 ・ 救 急 救 助

庶 務 企 画 ・ 指 導

９ 



（２）防災

 地域防災計画及び水防計画の策定状況

久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町

地域防災計画 策定済 策定済 策定済 策定済 策定済

水防計画 策定済 策定済 策定済 策定済 策定済

 地域防災計画とは

　　　災害対策基本法第42条に基づき、地域に係る防災対策に関し、効果的な実施及び

　　災害による被害を軽減することを目的として定めたもの。

　（１）住民の生命、身体及び財産を災害から守るため、実施すべき事項事項

　（２）地域に係る防災施設の整備、教育及び訓練、防災知識の普及啓発等の災害予防

　（３）災害に関する予報、警報の発令及び情報の収集及び伝達･避難･水防･救護･救助

　　　衛生・その他の災害応急対策並びに災害復旧に関する事項

　　　　に関する事項

10

　（４）地域に係る防災に関し、地域の関係団体が処理すべき事項

 水防計画とは

　　　水防法第25条の規定に基づき、地域に係る河川の洪水等の水災を警戒し、防御し、

　　その被害を軽減することを目的として定めたもの。



第５１号議案 
 
 
 

消防団の取扱いについて 
 
 
 
消防団の取扱いについて、別紙のとおり承認を求める。 

 
 
 

 
平成１５年１２月２０日提出 

 
 
              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１１ 



 
 
(別紙) 

協定項目番号 ２６ 協定項目名  消防団の取扱い 

調  整  内  容 

 
消防団については、当分の間、現行どおりの消防体制を維持するものとし、新市において、 
消防団の活性化及び組織力の向上をめざし、地域の特性を考慮した組織再編を図る。   

 

１２ 



資  料

久留米市 田主丸町 北野町 城島町 三潴町 合計

団 1 1 1 1 1 5

分団 26 7 5 3 3 44

計 26

部又は班 0 14
26
（班）

13 11 64

定員（人） 799 302 161 160 165 1,587

計 799

実員（人） 793 301 161 157 165 1,577

消防ポンプ車等（台） 27 14 6 13 11 71

計 27

その他車両（台） 2 2 1 1 1 7

消防団の取扱いについて

18

788

44

13

組　織

車　両

団員数



第５２号議案 
 
 
 

上水道事業の取扱いについて 
 
 
 
上水道事業の取扱いについて、別紙のとおり承認を求める。 

 
 
 

 
平成１５年１２月２０日提出 

 
 
              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 

 

１４ 



 
 
(別紙) 

協定項目番号 ２９ 協定項目名 上水道事業の取扱い 

調  整  内  容 

 
上水道事業については、次のとおり取り扱うものとする。 

 
（１）上水道事業計画について 
城島町及び三潴町の上水道事業については、久留米市に統合する。 
また、現在三井水道企業団の給水区域にある北野町については、合併の日に新市として 
北野町の地位を承継する形で三井水道企業団に加入し、その後のあり方については合併後 
三井水道企業団と調整する。 
上水道事業計画については、このような状況を踏まえるとともに、田主丸町への上水道 
の普及を含め、新市における一体的な整備をめざしたものとする。 

 

（２）料金体系について 
料金体系については、現行の料金体系を継続し、合併後３年を目途に統一に向けた調整 
を行う。 
なお、料金体系統一までの間、城島町及び三潴町については、基本水量及びメーター使 
用料の調整により、使用者の負担軽減を図る。 
また、北野町についても、同様の軽減相当分を別途措置することとし、その内容や方法 
等については合併までに検討する。 

    
（３）加入金・負担金について 
城島町及び三潴町の加入金については、現行どおりとし、料金体系統一時に統一する。 
また、負担金については、久留米市の例により統一する。なお、北野町については三井水 
道企業団の例による。 

 
（４）手数料について 
城島町及び三潴町の手数料については、久留米市の例により統一する。なお、北野町に 
ついては三井水道企業団の例による。 

 
 
（５）簡易水道事業について 
田主丸町の簡易水道事業については、新市で事業を引継ぐ。なお、その上水道事業への 
取り込み等については、上水道事業統合後の事業計画のなかで調整する。 

 
 

１５ 



 
上水道事業の取扱いについて 

 

（１）上水道事業計画について 
 上水道事業については、久留米市、城島町、三潴町で実施している。北野町については三井水

道企業団に加入し、同企業団で実施している上水道事業の給水区域となっている。 

項    目 久留米市 城島町 三潴町 三井水道企業

団（北野町） 

計画給水人口（人） 262,500 14,500 10,600 76,700 

目 標 年 次 平成 26 年 平成 12 年 昭和 55 年 平成 22 年 

計画一日最大給水量（m３） 135,800 5,300 2,840 25,100 

計画一日平均給水量（m３） 104,600 3,987 1,830 19,200 

①行政区域内人口（人） 235,383 14,160 15,948 90,042 

(17,744) 

②現在給水人口（人） 231,327 14,144 15,793 63,852 

(12,455) 

現在給水戸数（戸） 100,723 4,293 4,387 20,297 

( 3,674) 

普及率（％）（②÷①） 98.3 99.9 99.0 70.9 

(  70.2) 

一日最大給水量（m３） 91,286 4,409 3,682 16,336 

      

 

 

平 

成 

14 

年 

度 

一日平均給水量（m３） 74,202 3,615 2,975 13,488 

自 己 水 源 

 

103,000 － － － 

福岡県南広域水道企業

団から受水 

35,800 5,300 4,900 17,000 

山神水道企業団から受

水 

－ － － 8,100 

 

 

 

水 源 

(m ３ /

日) 

 合   計 

 

138,800 5,300 4,900 25,100 

※ 三潴町については現在平成 26 年を目標年次として事業計画変更について福岡県と協議中。 

※ 久留米市の自己水源は筑後川の表流水。 

※ 福岡県南広域水道企業団からの受水は平成 22 年度完成予定の大山ダム分を含む。 

※ 普及率については行政区域内人口に占める給水人口で表示。 

 

 

 

 

資 料 

１６ 



 

（２）料金体系について 
 ①料金体系相違点 

体系別 消費税等課税方法 料金構成   
項 目 口 径 別 用 途 別 外 税 内 税 基本料金 従量料金 メーター

使 用 料 

従量 

料金 

性質 

久留米市 ●  ●  ● ●  逓増 

北野町 ●  ●  ● ● ● 均一 

城島町  ●  ● ● ● ● 均一 

三潴町  ●  ● ● ● ● 均一 

 ※北野町は三井水道企業団の料金体系を表示。 

 

 

②現行料金表（月額） 

ア．久留米市 

項 目 13 ㎜ 20 ㎜ 25 ㎜ 40 ㎜ 50 ㎜ 75 ㎜ 100 ㎜ 150 ㎜ 200 ㎜ 250 ㎜ 

基 本 料 金

(円) 

750 1,200 2,480 6,000 13,600 32,000 62,500 124,000 270,000 313,000 

基 本 水 量

(m3) 

10 10 10 0 0 0 0 0 0 0 

従 量 料 金

(円) 

  1～ 10 m3 …基本水量 
 11～ 20 m3 … 150円/m3 
 21～ 50 m3 … 225円/m3 
 51～100 m3 … 275円/m3 
101m3 ～    …325円/m3 

 
   1～ 20 m3 …  150円/m3 
  21～ 50 m3 …  225円/m3 
  51～100 m3 …  275円/m3 
 101m3 ～    … 325円/m3 

  ※久留米市ではメーター使用料を徴収していない。 

※（料金算出例）口径 20 ㎜、月 24m3使用…{1,200+150×(20－10)+225× 4}×1.05 =3,780 円 

 ※（料金算出例）口径 20 ㎜、月 50m3使用…{1,200+150×(20－10)+225×30}×1.05 =9,922 円 

（円未満端数切捨） 

 

 

 

 

イ．北野町（三井水道企業団） 

項 目 13 ㎜ 20 ㎜ 25 ㎜ 40 ㎜ 50 ㎜ 75 ㎜ 100 ㎜ 125 ㎜ 150 ㎜ 

基 本 料 金

(円) 

1,700 3,400 5,100 8,500 17,000 34,000 68,000 85,000 170,000 

基 本 水 量

(m3) 

10 

 

20 

 

30 50 100 200 400 500 1,000 

従 量 料 金

(円) 

     180 円／m3      200 円／m3 

メーター 
使用料(円) 

100 
 
150 
 
200 
 
400 
 
600 
 
800 
 

0 0 0 

※（料金算出例）口径 20 ㎜、月 24m3使用…{3,400+180×(24－20)+150}×1.05 =4,480 円 

※（料金算出例）口径 20 ㎜、月 50m3使用…{3,400+180×(50－20)+150}×1.05 =9,390 円 

（10 円未満端数切捨） 
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ウ．城島町 

（一般用） 

項 目 13 ㎜ 20 ㎜ 25 ㎜ 30 ㎜ 40 ㎜ 50 ㎜ 75 ㎜ 

基 本 料 金

(円) 

1,380 1,380 1,380 1,380 1,380 1,380 1,380 

基 本 水 量

(m3) 

8 

 

8 

 

8 8 8 8 8 

従 量 料 金

(円) 

     175 円／m3 

メーター 

使用料(円) 

70 

 

140 

 

170 

 

220 

 

280 

 

1,180 

 

2,300 

 

※（料金算出例）口径 20 ㎜、月 24m3使用…1,380+175×(24－8)+140=4,320 円 

 ※（料金算出例）口径 20 ㎜、月 50m3使用…1,380+175×(50－8)+140=8,870 円 

 

（学校用） 

項 目 13 ㎜ 20 ㎜ 25 ㎜ 30 ㎜ 40 ㎜ 50 ㎜ 75 ㎜ 

基 本 料 金

(円) 

8,600 8,600 8,600 8,600 8,600 8,600 8,600 

基 本 水 量

(m3) 

50 50 50 50 50 50 50 

従 量 料 金

(円) 

     175 円／m3 

メーター 
使用料(円) 

70 
 
140 
 
170 
 
220 
 
280 
 
1,180 
 
2,300 
 

 

（公民館用） 

項 目 13 ㎜ 20 ㎜ 25 ㎜ 30 ㎜ 40 ㎜ 50 ㎜ 75 ㎜ 

基 本 料 金

(円) 

340 340 340 340 340 340 340 

基 本 水 量

(m3) 

2 2 2 2 2 2 2 

従 量 料 金

(円) 

     175 円／m3 

メーター 

使用料(円) 

70 

 

140 

 

170 

 

220 

 

280 

 

1,180 

 

2,300 

 

 

 

エ．三潴町 

（一般用） 

項 目 13 ㎜ 20 ㎜ 25 ㎜ 40 ㎜ 50 ㎜ 75 ㎜ 

基 本 料 金

(円) 

1,440 1,440 1,440 1,440 1,440 1,440 

基 本 水 量

(m3) 

8 

 

8 

 

8 8 8 8 

従 量 料 金

(円) 

     180 円／m3 

メーター 
使用料(円) 

70 
 
100 
 
130 
 
350 
 
2,000 
 
2,300 
 

※（料金算出例）口径 20 ㎜、月 24m3使用…1,440+180×(24－8)+100=4,420 円 

※（料金算出例）口径 20 ㎜、月 50m3使用…1,440+180×(50－8)+100=9,100 円 

１８ 



（官公署・病院用） 

項 目 13 ㎜ 20 ㎜ 25 ㎜ 40 ㎜ 50 ㎜ 75 ㎜ 

基 本 料 金

(円) 

2,700 2,700 2,700 2,700 2,700 2,700 

基 本 水 量

(m3) 

15 15 15 15 15 15 

従 量 料 金

(円) 

     180 円／m3 

メーター 

使用料(円) 

70 

 

100 

 

130 

 

350 

 

2,000 

 

2,300 

 

 

（学校・工業用） 

項 目 13 ㎜ 20 ㎜ 25 ㎜ 40 ㎜ 50 ㎜ 75 ㎜ 

基 本 料 金

(円) 

18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 18,000 

基 本 水 量

(m3) 

100 100 100 100 100 100 

従 量 料 金

(円) 

     180 円／m3 

メーター 

使用料(円) 

70 

 

100 

 

130 

 

350 

 

2,000 

 

2,300 

 

 

（公民・分館用） 

項 目 13 ㎜ 20 ㎜ 25 ㎜ 40 ㎜ 50 ㎜ 75 ㎜ 

基 本 料 金

(円) 

360 360 360 360 360 360 

基 本 水 量

(m3) 

2 2 2 2 2 2 

従 量 料 金

(円) 

     180 円／m3 

メーター 

使用料(円) 

70 

 

100 

 

130 

 

350 

 

2,000 

 

2,300 
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（３）加入金・負担金について 
  

①加入金…給水装置の新設等にあたり給水申込者が納付する金額。       （単位：円） 

  13 ㎜ 20 ㎜ 25 ㎜ 30 ㎜ 40 ㎜ 50 ㎜ 75 ㎜ 100 ㎜ 125 ㎜ 150 ㎜ 

北

野

町 

40,000 
 

50,000 

80,000 
 

80,000 

148,000 
 

185,000 

 440,000 
 

550,000 

800,000 
 

1,000,000 

75 ㎜以上は企業長が定める額 

城

島

町 

31,500 73,500 115,500 168,000 294,000 472,500 1,050,000    

三

潴

町 

41,200 61,800 92,700 144,200 257,500 401,700 906,400 町長

が定

める 

  

※久留米市では加入金を徴収していない。 

※北野町は三井水道企業団の加入金を表示（上段は一般の場合、下段は開発の場合）。 

 ※表示金額の消費税等については北野町は税抜き、城島町、三潴町は税込みとなっている。 

 

 

②負担金…宅地造成及び住宅建設等に際し、新規の給水にあたり公道への配水管等布設の必要

がある場合の工事費に対する申込者の自己負担金。 

久留米市 城島町 三潴町 三井水道企業団

（北野町） 

・宅地造成（土地 

区画整理事業等） 

申込者 60%負担 

 

・3 戸以上の申請 

 72,000 円／戸 

 

・2 戸以下の申請 

 210,000 円／戸 

（工事延長 60m 

 まで） 

（規程なし） 

全額申込者負担 

3 戸以上の申請で 

申込者 50%負担 

（規程なし） 

申込者負担なし 
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（４）手数料について 

 
 項   目 久留米市 城島町 三潴町 三井水道企業団   

（北野町） 

給水装置工事手

数料 

・13～25 ㎜ 

  3,000 円/件 

・40～50 ㎜ 

 10,000 円/件 

・75 ㎜以上 

  20,000 円/件 

・撤去 

    1,000 円/件 

・2,000 円/件 

・撤去は無料 

・2,000 円/件 

・撤去は無料 

・ 申込手数料 

100 円/件 

・竣工検査手数料 

  1,000 円/件 

・材料検査手数料 
  配水管 

100 円/10m 
   各種水栓類 

   50 円/個 

・撤去は無料 

指定給水装置工

事業者指定手数

料 

  5,000 円/件   5,000 円/件   5,000 円/件   2,000 円/件 

構造材質基準適

合確認手数料 

  20,000 円/件    20,000 円/件    20,000 円/件 － 

 

 

（５）簡易水道事業について 
 

簡易水道事業については田主丸町でのみ実施されている。               （平成 14 年度） 

 

町 名 

地

区 

箇

所 

現在給水

人  口 

  （人） 

現在給水

戸  数 

（戸） 

一日最大給水量 

     

（m３） 

一日平均給水量 

     

（m３） 

水道 

使用料 

竹

野

地

区 

 

5 

 

1,867 

 

433 

 

324 

 

324 

 

 

 

田主丸町 

石

垣

地

区 

 

1 

 

512 

 

127 

 

120 

 

112 

合計 2 6 2,379 560 444 436 

 

年額 

1,800 

円 /

戸 

※使用者は水道使用料のほか必要に応じ施設維持管理等のための負担金を支出。 
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第５３号議案 
 
 
 

一部事務組合等の取扱いについて 
 
 
 
一部事務組合等の取扱いについて、別紙のとおり承認を求める。 

 
 
 

 
平成１５年１２月 ２０日提出 

 
 
              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 

 

 

２２ 



 
 
(別紙) 

協定項目番号 １４ 協定項目名  一部事務組合等の取扱い 

調  整  内  容 

 
  一部事務組合等については、次のとおり取り扱うものとする。 

 
（１）八女西部広域事務組合、甘木・朝倉・三井環境施設組合、浮羽郡衛生施設組合、両筑衛 
生施設組合、田主丸町吉井町衛生施設組合、福岡県南広域消防組合、三井水道企業団及び 
浮羽老人ホーム組合については、現在当該組合に加入している町の地位を承継する形で、 
合併の日に新市として加入する。 

  
 （２）田主丸町、北野町、城島町及び三潴町が加入している、福岡県介護保険広域連合、福岡 
県自治会館管理組合及び福岡県市町村消防団員等公務災害補償組合については、合併の日 
の前日をもって脱退する。 

 
 （３）福岡県南広域水道企業団、久留米広域市町村圏事務組合、久留米市外四市町高等学校組 
合、久留米市外三市町新川組合、福岡県市町村災害共済基金組合及び福岡県自治振興組合 
については、新市として引き続き加入する。 

 
 （４）福岡県市町村職員退職手当組合については、合併までに調整する。 

 
 （５）田主丸町が加入している浮羽郡自治会館組合については、解散の方向で調整する。 

 

 

２３ 



資 料 

一部事務組合等の取扱いについて 

一部事務組合・広域連合 

構成市町  

事務組合の名称 共同処理する事務 

久 

留 

米 

市 

田 

主 

丸 

町 

北 

野 

町 

城 

島 

町 

三 

潴 

町 

可燃ごみ処理、不燃ごみ処

理及び資源ごみ処理 
   ○ ○ 

八女西部広域事務組合 

火葬     ○ 

甘木・朝倉・三井環境施設組合 
可燃ごみ処理、不燃ごみ・

粗大ごみ処理 
  ○   

ごみ処理  ○    
浮羽郡衛生施設組合 

し尿処理  ○    

両筑衛生施設組合 し尿処理   ○   

田主丸町吉井町衛生施設組合 火葬場  ○    

福岡県南広域消防組合 消防・救急業務  ○ ○ ○ ○ 

三井水道企業団 末端給水   ○   

（１） 

浮羽老人ホーム組合 
養護老人ホームの設置及

び管理運営 
 ○    

福岡県介護保険広域連合 介護保険事務  ○ ○ ○ ○ 

福岡県自治会館管理組合 自治会館の管理運営  ○ ○ ○ ○ （２） 

福岡県市町村消防団員等公務災害補償組合 消防団員等の公務災害補償事務  ○ ○ ○ ○ 

福岡県南広域水道企業団 水道用水供給 ○   ○ ○ 

久留米広域市町村圏事務組合 
広域市町村圏計画の策定

及び連絡調整等 
○ ○ ○ ○ ○ 

久留米市外四市町高等学校組合 高等学校 ○  ○   

久留米市外三市町新川組合 河川の維持管理 ○  ○   

福岡県市町村災害共済基金組合 災害共済に関する事務等 ○ ○ ○ ○ ○ 

（３） 

福岡県自治振興組合 市町村職員研修及び採用試験 ○ ○ ○ ○ ○ 

（４） 福岡県市町村職員退職手当組合 退職手当の支給事務  ○ ○ ○ ○ 

（５） 浮羽郡自治会館組合 自治会館の管理運営  ○    

 

２４ 



 

 一部事務組合等の取扱いについて 

【参考事例】 

団体名 
合併関係 

市町村名 
合併方式 

合 併 

年 月 日 
協定項目の内容 

新 潟 市 新潟市 

黒埼町 

編 入 Ｈ13.1.1 (１)黒埼町が加入している一部事務組合については、

合併の前日をもって脱退する。 

ただし、黒埼町が加入している西蒲原福祉事務組

合及び三条・燕・西蒲・南蒲広域養護老人ホーム施

設組合については、新潟市が黒埼町の地位を継承す

る方向で検討する。 

(２)黒埼町が加入している法定協議会等については、

合併の前日をもって脱退する。 

潮 来 市 潮来町 

牛堀町 

編 入 Ｈ13.4.1 (１)牛堀町が加入している一部事務組合等について

は、合併の日の前日をもって脱退するものとする。 

(２)潮来・牛堀二町環境衛生組合については、合併の

日の前日をもって解散し、潮来町に引き継ぐものと

する。 

廿日市市 廿日市市 

佐伯町 

吉和村 

編 入 Ｈ15.3.1 (１)佐伯町及び吉和村は、それぞれ加入している一部

事務組合から、合併の日の前日をもって脱退する。

ただし、吉和村が加入している山県郡西部衛生組合

及び山県西部消防組合については、吉和村の地位を

継承する形で廿日市市が合併の日に当該組合に加入

するものとする。 

(２)佐伯町及び吉和村は、広島県西部介護認定審査会

から、合併の日の前日をもって脱退する。 

(３)佐伯町及び吉和村が他の地方公共団体に委託して

いる事務については、合併の日の前日をもって、事

務の委託を廃止する。ただし、佐伯町が大竹市に委

託しているし尿処理に係る事務については、佐伯町

の地位を継承する形で廿日市市が合併の日に大竹市

に事務を委託するものとする。 

福 山 市 福山市 

内海町 

編 入 Ｈ15.2.3 福山市と内海町が加入している一部事務組合等につ

いては、福山市として引き続き加入するものとする。 

内海町のみが加入している一部事務組合等について

は、合併の日の前日をもって脱退するものとする。 

沼隈内海広域行政組合については、福山市が地位を

継承する。 

新居浜市 新居浜市 

別子山村 

編 入 Ｈ15.4.1 別子山村が加入している一部事務組合等について

は、合併の日の前日をもって脱退するものとする。 

呉 市 呉市 

下蒲刈町 

編 入 Ｈ15.4.1 下浦刈町が加入している一部事務組合等について

は、合併の日の前日をもって脱退する。ただし、安芸

南部衛生組合については、新市において合併の日に当

該組合に加入するものとする。 

資 料 
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第５４号議案 
 
 
 

公共的団体等の取扱いについて 
 
 
 
公共的団体等の取扱いについて、別紙のとおり承認を求める。 

 
 
 

 
平成１５年１２月２０日提出 

 
 
              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 

 

２６ 



 
 
(別紙) 

協定項目番号 １６ 協定項目名  公共的団体等の取扱い 

調  整  内  容 

 
  公共的団体等の取扱いについては、新市の一体性の速やかな確立を図るため、各団体の経緯、

実情等を尊重しながら、次のとおりとする。 

 
（１）１市４町の全部または一部に共通している団体は、合併時に統合するよう調整に努める。 

 
（２）１市４町の全部または一部に共通している団体で、実情により合併時に統合できない団 
体は、合併後速やかに統合するよう調整に努める。 

 
 （３）１市４町の全部または一部に共通している団体で、統合に時間を要する団体は、将来統 
合するよう調整に努める。 

 
（４）独自の目的を持った団体は、自主的な判断に委ねる。 

 

 

２７ 



 
公 共 的 団 体 等 の 取 扱 い 

 

１ 公共的団体等の定義 

 ここでは、公共的団体等の定義を次のとおりとした。 

① 団体の設置について市・町の意思が関与しているもの 

② 市・町の区域をもって設置する旨の法的根拠があるもの 

③ 市・町から補助金が交付されるなど、市・町の事業に大きく関与しているもので、継

続性をもつ団体 

 ただし、(a)国・県・郡レベルの組織への加入等、(b)１市町にのみ関係しているもの、(c)

市町職員等で構成する連絡会･協議会的なもの、についてはこの取扱いから省いた。 

 

２ 合併特例法上の規定 

 合併特例法第 16 条第 8 項…「合併関係市町村の区域内の公共的団体等は、市町村の合併

に際しては、合併市町村の一体性の速やかな確立に資するため、その統合整備を図るよう

に努めなければならない」 

 

資 料 

２８ 



第５５号議案 
 
 
 

使用料、手数料等の取扱いについて 
 
 
 
使用料、手数料等の取扱いについて、別紙のとおり承認を求める。 

 
 
 

 
平成１５年１２月２０日提出 

 
 
              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 

 

 

２９ 



 
 
(別紙) 

協定項目番号 １５ 協定項目名  使用料、手数料等の取扱い 

調  整  内  容  

 

  使用料、手数料等については、住民の一体性の確保を図るとともに「負担の公平性の原則」に

より、同一又は同種の制度については原則として可能な限り統一に努めるものとする。 
  ただし、統一することにより住民生活に大きな影響を及ぼすものについては、当面又は当分の

間、現行どおり或いは経過措置等を講じるものとする。 

 

３０ 



 

 使用料、手数料等の取扱いについて 

 

【参考事例】 

団体名 
合併関係 

市町村名 
合併方式 

合 併 

年 月 日 
協 定 内 容 

呉  市 
呉  市 

下蒲刈町 
編 入 H15.4.1 

(1) 使用料は、呉市の制度に統一する。 
   ただし、下蒲刈町のコミュニティ関係、保健・

福祉関係及び教育・文化・スポーツ関係等の施設

使用料については、現行のとおりとする。 
 

(2) 手数料は、呉市の制度に統一する。 

廿日市市 

廿日市市 

佐 伯 町 

吉 和 村 

編 入 H15.3.1 

(1)３市町村で同一又は同種の使用料については、

原則として、算定基準を統一する。 
ただし、使用料に差があるものについては必要

に応じて激変緩和措置を講ずる。 

 
(2)３市町村における独自の使用料については、原

則として、現行のとおりとする。 

 
(3)３市町村の手数料については、原則として、廿

日市市の例に統一する。 

 

(4)各使用料・手数料については、社会情勢の変化

への対応や負担の公平性の観点から、一定期間ご

とに適正な料金の検討を行うものとする。 

潮 来 市 
潮 来 町 

牛 堀 町 
編 入 H13.4.1 

(1)使用料については、原則として潮来町の制度に

統一するものとする。 

ただし、牛堀町の公民館使用料及びプール使用
料等については、新たに定めるものとする。 

 

(2)手数料については、住民の一体性の確保を図る
とともに「負担の公平性の原則」により、可能な

限り統一に努めるものとする。 

 
※ほぼ総務省マニュアルに準じた内容 

 

資 料 

３１ 



第５６号議案 
 
 
 

補助金、交付金等の取扱いについて 
 
 
 
補助金、交付金等の取扱いについて、別紙のとおり承認を求める。 

 
 
 

 
平成１５年１２月２０日提出 

 
 
              久留米広域合併協議会会長 江 藤 守 國 

 

 

３２ 



 
 
(別紙) 

協定項目番号 １７ 協定項目名  補助金、交付金等の取扱い 

調  整  内  容  

 

補助金、交付金等については、次のとおり取り扱うものとする。 

 

 （１）各市町同一又は同種の制度については、均衡を失しないように調整を図り、原則として

統一するものとする。 

ただし、これにより難い場合は、当面又は当分の間、現行どおりとする。 

 

 （２）各市町独自の補助制度で、新市においてもなお必要性・有効性等が認められる場合には

存続する。 

 

 （３）各市町独自の補助制度で、上記以外のものは廃止する。 

    ただし、廃止することにより住民生活に大きな影響を及ぼすものについては、当面又は

当分の間、現行どおりとする。 

 

 

 

 
 
 

 

３３ 



 

 補助金、交付金等の取扱いについて 

 

【参考事例】 

団体名 
合併関係 

市町村名 
合併方式 

合 併 

年 月 日 
協 定 内 容 

呉  市 
呉  市 

下蒲刈町 
編 入 H15.4.1 

 各種団体等に交付している補助金等については、
合併後統一を図ることが望ましいものもあること

から、過去の経緯や実情に配慮した上で、新市にお

いて検討することとし、当面、次のとおり調整を図
るものとする。 

 

(1) 両市町における同一又は同種の補助金等につい      
ては、合併時に統合するよう調整に努める。 

 

(2)町独自の補助金等については、従来の実績を尊
重し、市域全体の均衡を保つよう調整に努める。 

廿日市市 

廿日市市 

佐 伯 町 

吉 和 村 

編 入 H15.3.1 

(1)３市町村で同一又は同種の団体に対する補助制

度については、統一の方向で調整を図る。 
ただし、調整に時間を要するものは、現行のと

おりとし、合併後、速やかに統一するよう努める。 

 
(2)３市町村独自の団体に対する補助制度について

は、現行のとおりとする。 

 
(3)３市町村で同一又は同種の事業に対する補助制

度については、統一の方向で調整を図る。 

ただし、統一により事業の実施に大きな影響を
及ぼすものについては、現行のとおりとし、合併

後、速やかに統一するよう努める。 

 

(4)３市町村独自の事業に対する補助制度について

は、現行のとおりとする。 

 

(5)上記の場合であっても、整理統合できる補助制

度については、廃止する方向で調整を図る。 

 

(6)各補助金・交付金については、合併後において

も、それぞれの団体及び事業の目的、効果等を総

合的に勘案し、随時、見直しを行うものとする。 

 

資 料 

３４ 


